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128　１月提出の法定調書の書き方Q&A

　令和５年分の源泉徴収事務は、年末調整で一応
の締めくくりとなります。
　令和６年１月には、この年末調整の結果を受け
て、給与の支払者は、所定の期限までにその支払
いの明細を記載した「給与所得の源泉徴収票」な
ど、いわゆる法定調書を作成し、所轄税務署や受
給者の住所地の市区町村などに提出することにな
っています。

Ⅰ
1月に作成が義務づけられて
いる所得税・住民税関連の
法定調書の範囲

Q 1	 源泉徴収票や支払調書など
	 法定調書にはどんなものがあるか

　　一般の企業において通常提出しなければなら
ない法定調書として、次のようなものがあり

ます。
①　給与所得の源泉徴収票、給与支払報告書
②　退職所得の源泉徴収票・特別徴収票
③　報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書
④　不動産の使用料等の支払調書
⑤　不動産等の譲受けの対価の支払調書
⑥�　不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料
の支払調書
⑦　新株予約権の行使に関する調書
⑧　非居住者等に対する支払調書
　　非居住者等に支払われる、

A

a 　給与、報酬、年金及び賞金の支払調書
b　人的役務提供事業の対価の支払調書
c　工業所有権の使用料等の支払調書
d　借入金の利子の支払調書
e　不動産の使用料等の支払調書
f 　機械等の使用料の支払調書
g　不動産の譲受けの対価の支払調書

⑨�　①〜⑥、⑦、⑧のa〜gのそれぞれに対する
法定調書の合計表
　後で詳しく述べますが、これら法定調書の提出
は、令和６年１月31日までに行なわなければなり
ません。
　ただし、②の退職所得の源泉徴収票・特別徴収
票については、原則として退職後１か月以内に本
人への交付、市区町村・税務署への提出等を行な
うことになっています。
　なお、税務署または市区町村に提出する法定調
書には、個人番号または法人番号の記載が必要と
なっています。

Ⅱ給与所得の源泉徴収票（給与
支払報告書）の記載・提出

Q 2	 給与所得の源泉徴収票（給与支払報告
	 書）とは

　　「給与所得の源泉徴収票」とは、１年間の給
与の収入金額・所得控除額・源泉徴収税額な

どが記載されているもので、一般的には、給与所

Ⅱ給与所得の源泉徴収票（給与
支払報告書）の記載・提出

A

1月提出の
法定調書の書き方Q&A
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④　未払いの給与がある場合
　�　源泉徴収票の作成日現在で未払いの給与があ
るときの「支払金額」欄は、その額を含めた金
額（総額）を下段に記載し、未払金額を上段に
内書きします。
⑤　「給与所得控除後の金額」欄の記入
　�　年末調整を行なった受給者のみ記入します。
　�　なお、所得金額調整控除の適用がある場合に
は、所得金額調整控除額を控除した後の金額を
記載してください。
⑥　「非居住者である親族の数」
　�　源泉控除対象配偶者、控除対象配偶者、配偶
者特別控除の対象となる配偶者、扶養控除の対

得の所得証明として利用されています。この書類
は給与支払者が作成し、給与受給者に交付すると
ともに、一定のものは税務署にも提出します。
　「給与支払報告書」とは、給与受給者の住所地
の市区町村に提出するために給与支払者が作成す
るもので、その様式は給与所得の源泉徴収票とほ
ぼ同じです。

Q 3	 税務署への源泉徴収票の提出が
	 必要な人、不要な人の区分は

　　税務署に「給与所得の源泉徴収票」を提出す
るか否かについての区分は、まず、その年分

の源泉徴収票を年末調整したものとしなかったも
のに整理し、それが次の提出必要範囲に該当する
かどうかを確認しながら区分します。
①　年末調整をしたもの（表１参照）
②　年末調整をしなかったもの（表２参照）

Q 4	 記載上ミスしやすい点、留意点は
　　源泉徴収票を作成する際のポイントをまとめ
ると、次のとおりです。

①�　「支払を受ける者」の「個人番号」、「支払者」
の「法人番号」または「個人番号」

　�　給与の支払いを受ける従業員等へ交付する源
泉徴収票には個人番号・法人番号は記載しませ
ん。

②　令和５年中に前職のある者を採用した場合
　�　その者の前職分を通算して年末調整をしたと
きは、その前職分も含めた金額を記載し、「摘
要」欄に前職の「所在地」「名称」「支払金額」
「社会保険料控除額」「源泉徴収税額」「退職年
月日」を記載します。

　�　なお、前職分の源泉徴収票は、その受給者の
源泉徴収簿と一緒に会社に保管しておきます。

③　「住所又は居所」欄の記載
　�　受給者の令和６年１月１日（中途退職者は退
職時）現在の住所または居所を記載します。も
し、租税条約に基づいて課税の免除を受けてい
る人がいたら、その人から提出された条約に関
する届出書の外国における住所を記載します。

A

A

⁃表１　年末調整をしたもの

受給者の区分 提出の範囲

現に会社等の役員または役員を
していなくても令和５年中に役
員であった人

令和５年中の給与の
金額が150万円を
超えるもの

弁護士、司法書士、土地家屋調
査士、公認会計士、税理士、社
会保険労務士、弁理士、海事代
理士、測量士、建築士、不動産
鑑定士、技術士等 注

令和５年中の給与の
金額が250万円を
超えるもの

上記以外の人
令和５年中の給与の
金額が500万円を
超えるもの

注�　これは、弁護士等に対して「給与」を支払っている
場合の提出範囲。「報酬」として支払っている場合は
Q12以降参照

⁃表２　年末調整をしなかったもの
　　　　（扶養控除等申告書の提出あり）

受給者の区分 提出の範囲

令和５年中に退職した人、災害
により被害を受けたため令和５
年中の給与所得に対して所得税
の源泉徴収の猶予または還付を
受けた人

令和５年中の給与の
金額が250万円を超
えるもの（法人の役
員の場合には50万円
超）

主たる給与の金額が2,000万
円を超えるため年末調整をしな
かった人

全　部

注�　扶養控除等申告書を提出していない人は、令和５年
中の給与の金額が50万円超の場合に提出が必要
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合…令和２年11月30日までの期間
　　※�４　その住宅の取得等が特別特定取得（※

２）に該当する場合で、その住宅の取得等
に係る契約が次の期間内に締結されている
ものをいいます。

　　・�新築（注文住宅）の場合……令和２年10月
１日から令和３年９月30日までの期間

　　・�分譲住宅、中古住宅の取得、増改築等の場
合……令和２年12月１日から令和３年11月
30日までの期間

　　※�５　特別特例取得（※４）に該当する場合
で、床面積が40㎡以上50㎡未満の住宅の取
得等をいいます。

⑧　未徴収の源泉所得税額がある場合
　�　源泉徴収票の作成日現在において未払いの給
与等があるため、源泉徴収すべき税額を徴収し
ていないときは、「源泉徴収税額」欄の下段に
その税額を含めた金額を記載し、上段にその未
徴収税額をカッコで内書きします。
⑨　年末調整の再調整を行なった場合
　�　年末調整後、受給者が事故などで障害者に該
当し、または徴収モレ等があり、年末調整の再
調整を行なった場合には、「摘要」欄に再調整
をした理由を記入し、「再調整分」と赤書きし
て提出します。
⑩　年末調整を行なわない場合
　�　受給者が乙欄適用者である等の理由により、
年末調整を行なわなかったときは、「摘要」欄
に「年調未済」と記入します。
⑪�　災害による被害を受けたため源泉所得税の徴
収猶予を受けている場合
　�　災害による被害を受けて、本年中の給与に対
する源泉所得税について徴収猶予を受けた人に
ついては、年末調整は行ないません。このとき
の「源泉徴収税額」欄の金額は、徴収猶予を受
けた税額は含めずに記載します。
　�　なお、このような場合には「災害者」欄に○
印を付け、「摘要」欄にはその徴収猶予税額を
記載します。
⑫�　年末調整のときに住宅借入金等特別控除の適

象となる扶養親族のうちに非居住者がいる場
合、ならびに16歳未満の扶養親族のうちに国内
に住所を有しないものがいる場合には、その人
数を記載します。
⑦　「住宅借入金等特別控除区分」
　�　適用を受けている住宅借入金等特別控除につ
いて、下記のように区分して記載をします。
　・�住……一般の住宅借入金等特別控除（増改築
を含む）

　・�認……認定住宅の新築等に係る住宅借入金等
特別控除

　・�増……特定増改築等住宅借入金等特別控除
　・�震……東日本大震災に伴い自宅に居住できな
くなり、震災特例法による所定の住宅借入金
等特別控除を選択している場合

　�　上記の区分のほか、この控除に係る住宅の新
築、取得または増改築等が、
　・�「特定取得（※１）」に該当する場合には「（特）」
　・�「特別特定取得（※２）」に該当する場合（「特
例取得（※３）」および「特別特例取得（※
４）」を含みます）には「（特特）」

　・�「特例特別特例取得（※５）」に該当する場合
には「（特特特）」

　�と併記します。これら区分の判断は複雑です
が、控除申告書に記載がされています。
　　※�１　その住宅の新築、取得または増改築等

に係る対価の額等に含まれる消費税額等
が、８％の税率により課されるべきもので
ある場合が該当します。

　　※�２　その住宅の新築、取得または増改築等
に係る対価の額等に含まれる消費税額等
が、10％の税率により課されるべきもので
ある場合が該当します。

　　※�３　その住宅の取得等が特別特定取得（※
２）に該当する場合で、その住宅の取得等
に係る契約が次の期間内に締結されている
ものをいいます。

　　・�新築（注文住宅）の場合…令和２年９月30
日までの期間

　　・�分譲住宅、中古住宅の取得、増改築等の場
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・不動産の使用料等の支払調書
・不動産等の譲受けの対価の支払調書
・�不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の
支払調書
・給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表
・支払調書等合計表付表（e-Tax提出分）
　受給者に交付する給与所得の源泉徴収票は、一
定の条件を満たす場合には、電磁的方法で行なう
ことが可能です。

Q 7	 給与支払報告書の総括表の記載に
	 ついての注意点は

　　「給与支払報告書（総括表）」は、「給与支払
報告書（個人別明細書）」の提出時に、その

提出先の各市区町村ごとにそれぞれ１枚ずつ添付
することになっています。
　この「給与支払報告書（総括表）」を記載する
ときには、次のような点に注意してください。
①�　「受給者総人員」欄には、令和６年１月１日
現在においてその給与等の支払いをする事務
所、事業所等から給与等の支払いを受けている
全市区町村分の人数の合計を記入します。
②�　「報告書人員」欄には、その市区町村に給与
支払報告書を提出する人数を記入します。
③�　「所轄税務署」欄には、給与等の支払事務を
取り扱う事務所、事業所等の所在地を所轄する
税務署名を記入します。
　「給与支払報告書（個人別明細書）」は、中途退

A

用を受けた人
　�　住宅借入金等特別控除の適用を受けた家屋を
居住の用に供したときの年月日を「居住開始年
月日」欄に記載します。

⑬　所得金額調整控除の適用がある場合
　�　該当する要件に応じて、摘要欄に次のように
記載してください。

　・�本人が特別障害者……記載不要（本人が障害
者の「特別」欄に○を付してください）

　・�同一生計配偶者が特別障害者……同一生計配
偶者の氏名（同配）　例）国税　花子（同配）

　・��扶養親族が特別障害者……扶養親族の氏名
（調整）　例）　国税　一郎（調整）

　・�扶養親族が年齢23歳未満……扶養親族の氏名
（調整）　例）　国税　二郎（調整）

　　�　ただし、上記「同一生計配偶者」または
「扶養親族」の氏名が、「（源泉・特別）�控除
対象配偶者」欄、「控除対象扶養親族」欄ま
たは「16歳未満の扶養親族」欄に記載されて
いる場合は、記載を省略することができます。

Q 5	 書き損じた場合はどうすればよいか
　　「住所」「氏名」欄等の書き損じは、間違った
箇所を二重線で消し、そのすぐ上に正しく書

き直して訂正印を押します。
　なお、「金額」欄を書き損じたときは、新しい
用紙に書き直すのが望ましいですが、上記と同じ
方法により訂正しても特に問題はありません。

Q 6	 いつまでに、どこに、
	 何枚提出（交付）するのか

　　源泉徴収票の提出期限、提出先等は、表３の
とおりです。

　なお、e-Taxソフト（WEB版）により下記の法
定調書および合計表の作成、提出が可能です。
・給与所得の源泉徴収票
・退職所得の源泉徴収票・特別徴収票
・報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書
・�報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書（社会
保険診療報酬基金用）

A

A

⁃表３　�給与所得の源泉徴収票（給与支払報告
書）の提出先等

給与所得の源泉徴収票 給与支払報告書

提出期限 令和６年１月31日

提出先 給与等の支払事務を
取り扱う事務所、事
業所等の所在地を所
轄する税務署

受給者の令和６年
１月１日現在の住
所地の市区町村

提出枚数 １枚 注 １枚

交付枚数 受給者に１枚 —

注�　129㌻の表1、表2に該当しない人は源泉徴収票の
提出は不要。
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Q 11	 退職時にすでに交付・提出を済ませてい
	 ても改めて提出しなければならないのか

　　退職所得の源泉徴収票の交付および提出の期
限は、原則として退職後１か月以内と定めら

れていますから、令和６年１月31日以前に退職所
得の源泉徴収票を税務署に提出してしまっている
ことがあるはずです。
　この場合に、「法定調書の合計表の提出時にも
う一度提出しなければならないのか」という疑問
が生じるかもしれませんが、すでに提出したもの
は税務署で保管してありますから、再び提出する
（給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表に記
載する）必要はありません。

Ⅳ報酬・料金等の支払調書の
記載・提出

Q 12	どんな場合に支払調書の作成が必要か
　　この支払調書は、所得税法204条１項各号に
規定されている報酬、料金、契約金、賞金、

診療報酬を個人または内国法人（源泉徴収をしな

A

Ⅳ報酬・料金等の支払調書の
記載・提出

A

職者についても提出が義務づけられていますが、
支給総額が少額（30万円以下）である中途退職者
は提出を省略することができます。

Ⅲ退職所得の源泉徴収票・特別徴収票の記載・提出

Q 8	 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票は
	 どんな様式になっているか

　　退職所得の源泉徴収票・特別徴収票は、双方
とも兼ねる様式になっていますので、税務署

や市区町村に提出しなければならない受給者につ
いては３枚作成します。
　税務署や市区町村に提出しなくてもよい受給者
については、交付用として１枚だけ作成します。

Q 9	 何を、どこへ何枚提出（交付）するのか
　　退職所得の源泉徴収票・特別徴収票の提出期
限、提出先、提出枚数、交付枚数は、表４の

とおりです。
　特別徴収票については、その受給者の令和５年
１月１日現在の住所地の市区町村に提出します。

Q 10	退職所得の源泉徴収票の
	 税務署や市区町村への提出の要否は

　　退職所得の源泉徴収票・特別徴収票は、令和
５年中に支払いが確定した退職手当等の受給

者のすべてについて作成しますが、そのうち、税
務署や市区町村に提出するのは、法人の役員の分
だけに限られています。
　死亡退職に伴い支払われた退職手当等について
は、相続税法の規定によりその支払日の翌月15日
までに「退職手当金等受給者別支払調書」を提出
します。したがって、退職所得の源泉徴収票・特
別徴収票の提出は不要です。
　なお、退職手当金等受給者別支払調書は、役員
以外の従業員も提出対象になりますが、支払金額
が100万円以下の場合には提出は不要です。

Ⅲ退職所得の源泉徴収票・特別徴収票の記載・提出

A

A

A

⁃表４　�退職所得の源泉徴収票・特別徴収票の提
出先等
退職所得の源泉徴収票 特別徴収票

提出期限 退職後１か月以内。ただ
し、令和５年分の「退職
所得の源泉徴収票」をと
りまとめて、令和６年１
月31日までに提出しても
差支えない

退職後１か月
以内

提出先 退職手当等の支払事務を
取り扱う事務所、事業所
等の所在地を所轄する税
務署

受給者の令和
５年１月１日
現在の住所地
の市区町村

提出枚数 １枚 注1 １枚 注1

交付枚数 受給者に１枚 注2 —

注1�　受給者が役員でなければ提出は不要。Q10参照。

注2�　受給者に交付する退職所得の源泉徴収票は、一定
条件のもと、電磁的方法で行なうことが可能
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　　　原稿料、さし絵料� 支払回数
　　　弁護士報酬� 関与した事件名
③�　「支払金額」欄に記載する金額には、所得税
法204条１項１号、２号、４号〜７号に該当す
る報酬・料金等の性質を有するものすべてを含
めて記入しなければなりません。
④�　「支払金額」欄の金額には、原則として消費
税等の額を含めて記載します。
　�　ただし、消費税等の額が明確に区分されてい
る場合には、「支払金額」は消費税等の額を含
めない金額とできますが、このときには「摘
要」欄に、その消費税等の額を記載します。
⑤�　２段階税率（10.21％と20.42％）適用の対象
となる報酬等について支払調書の作成日現在で
未払いのものがある場合には、源泉所得税額を
見積りにより記載します。

い場合も含みます）に支払った場合に作成が必要
になります。
　税務署にこの支払調書を提出しなければならな
いのは、表５に掲げられている範囲に該当する場
合です（前掲の源泉徴収票と違って、市区町村へ
の提出は不要）。
　支払金額は、原則として、消費税等の額を含め
たところで判断をするのですが、消費税等の額が
明確に区分されている場合には、その消費税等の
額を除いた金額で判断してもよいことになってい
ます。

Q 13	 支払調書の作成に際して
	 準備しておくべきものは

　　所得税法204条１項各号に規定されている報
酬、料金、契約金、賞金、診療報酬の支払い

が多いときは、支払調書の作成を考えて事前に必
要事項をまとめることができるような一覧表を作
成しておき、該当する取引の発生のつどこれに記
載しまとめておけば、支払調書の作成をスムーズ
に行なうことができます。

Q 14	様式はどうなっているか
　　「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」
は、税務署に提出しなければならない受給者

については２枚作成します。税務署に提出しなく
てもよい受給者については、交付用として１枚だ
け作成します（ただし、受給者への交付は義務で
はありません）。

Q 15	支払調書を記載するときの注意点は
　　支払調書を記載するときは、次の点に注意し
てください。

①�　「区分」欄は、報酬、料金等の名称を記載し
ます。

　例　�印税、原稿料、講演料、弁護士報酬、契約
金、競馬の賞金

②�　「細目」欄は、区分の具体的な内容を記載し
ます。

　例　印税� 書籍名

A

A

A

⁃表５　�報酬・料金等の支払調書の区分と提出の�
範囲

区　分 提出の範囲

外交員、集金人、電
力量計の検針人およ
びプロボクサー等の
報酬、料金

同一人に対する令和５年中の支
払金額の合計額が50万円を超
えるもの

バー、キャバレーの
ホステス等の報酬、
料金

広告宣伝のための賞
金

社会保険診療報酬支
払基金が支払う診療
報酬

同一人に対する令和５年中の支
払金額の合計額が50万円を超
えるもの。ただし、国立病院、
公立病院、その他の公共法人等
に支払うものは提出する必要は
ない

馬主が受ける競馬の
賞金

令和５年中に１回の支払賞金額
が75万円を超えるものの支払
いを受けた者に係るその年中の
すべての支払金額

プロ野球の選手など
が受ける報酬および
契約金

同一人に対する令和５年中の支
払金額の合計額が５万円を超え
るもの

上記以外の報酬、料
金等
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Ⅴ 合計表の記載・提出

Q 17	 法定調書の記載が済んだら
	 何をすればよいか

　　法定調書の記載が終了したら、次はその作成
した法定調書と関係帳簿を基にして法定調書

の合計表を作成します。
　代表的な法定調書の合計表として「給与所得の
源泉徴収票等の法定調書合計表」（136㌻参照）が
あります。これは、次の６種類の法定調書の合計
表が１枚にまとめられたものです。
①　給与所得の源泉徴収票合計表
②　退職所得の源泉徴収票合計表
③�　報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書合計表
④　不動産の使用料等の支払調書合計表
⑤　不動産等の譲受けの対価の支払調書合計表
⑥�　不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料
の支払調書合計表

Q 18	提出する法定調書がなければ
	 合計表は作成しなくてもよいか

　　税務署への提出が必要な法定調書がなくて
も、該当の支払いがあれば該当部分の合計表

の記載を行ない、支払いのない他の合計表の「摘
要」欄には「該当なし」と記載して提出します。

Q 19	合計表の記載の注意点は
　　合計表を記載する際のポイントは、次のとお
りです。

〔給与所得の源泉徴収票合計表〕
①　「Ⓐ俸給、給与、賞与等の総額」欄
　イ�　給与所得の源泉徴収票を提出しているとし
ていないとにかかわらず、すべての受給者に
ついて記載します。

　ロ�　年の中途で就職した人がいる場合には、そ
の人の就職前に他の支払者から支払いを受け
た給与等の金額および徴収された源泉徴収税

Ⅴ 合計表の記載・提出

A

A

A

　�　その後、現実に徴収した所得税額がその見積
額と異なったときには、当初提出していた支払
調書と同じものに「無効分」と赤書きしたもの
と、新たに作成した正しい税額を記載した支払
調書に「訂正分」と赤書きしたものを併せて税
務署に提出します。
⑥�　災害による被害を受けたため源泉所得税の徴
収猶予を受けている場合
　�　災害による被害を受け、源泉所得税について
徴収猶予の適用を受けたときの「源泉徴収税
額」欄の金額は、徴収猶予を受けた税額は除い
て記載します。
　�　この場合、「摘要」欄には○災の表示とその徴
収猶予税額を記載します。
⑦�　「源泉徴収の免除証明書」を提示された場合
　�　支払いを受ける者から「源泉徴収の免除証明
書」を提示された場合には、免除該当となる報
酬等について所得税の源泉徴収はされません。
このような報酬等の支払いをした場合の支払調
書の「摘要」欄には、「芸能人の役務提供に関
する事業を行なう個人事業者」など、その旨が
わかる内容を記載します。

Q 16	作成枚数、提出先、期限等は
　　支払調書の提出期限、提出先等は、表６のと
おりです。

⁃表６　報酬・料金等の支払調書の提出先等

提出期限 令和６年１月31日

提出先 報酬・料金等の支払事務を取り扱う事務
所、事業所等の所在地を所轄する税務署

提出枚数 １枚

交付枚数 交付は義務ではない

A
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額、また災害により被害を受けたため給与所
得に対する源泉所得税の徴収を猶予された金
額は「支払金額」「源泉徴収税額」には含め
ずに記載します。

　ハ�　支払金額の合計および源泉徴収税額の合計
は、通常の場合には令和５年１月支払分から
令和５年12月支払分の源泉所得税額の納付書
の支払金額の合計および源泉徴収税額の合計
と一致することになります。実際に一致して
いるか、確認をしてください。

②　「Ⓑ源泉徴収票を提出するもの」欄
　�　税務署へ提出する「給与所得の源泉徴収票」
の「支払金額」および「源泉徴収税額」を合計
して記載します。

　�　したがって、ここに記載される金額は前記①
と違って、年の中途で就職した人の就職前に他
の支払者から支払いを受けた給与等の金額およ
び徴収された源泉徴収税額も含まれている金額
となります。

③　「災害減免法により徴収猶予したもの」欄
　�　災害減免法により給与所得に対する源泉所得
税の徴収猶予の適用を受けた人数と、その猶予
税額（各源泉徴収票の「摘要」欄に記載された
徴収猶予税額の合計額）を記載します。

〔退職所得の源泉徴収票合計表〕
　「退職所得の源泉徴収票」の提出を要しないも
のも含め、すべての受給者について記載します。
〔報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書合計表〕
　源泉徴収の有無、支払調書の提出の要否に関係
なく、すべての報酬・料金等について記載します。

Q 20	合計表はいつまでに、どこに提出するのか
　　合計表の提出期限、提出先は、表７のとおり
です。A

Q 21	合計表が間違っていた場合は
　　提出した合計表に誤りがあった場合には、
「誤った箇所の法定調書等の誤った支払金額

等」だけを記載した合計表と、「訂正箇所の法定
調書等の正しい支払金額等」だけを記載した合計
表の２枚を作成します。「誤った箇所の法定調書
等の誤った支払金額等」だけを記載した合計表の
「調書の提出区分」欄には「４」（無効）と記載
し、「訂正箇所の法定調書等の正しい支払金額等」
だけを記載した合計表の「調書の提出区分」欄に
は「３」（訂正）と記載します。
　そして、無効分の支払調書（右上部に「無効」
と赤書き）・訂正分の支払調書（右上部に「訂正
分」と赤書き）を、上記の２枚の合計表と一緒に
税務署に提出します。
　もし、記入漏れのため追加記載するだけの場合
には、追加箇所の法定調書等の支払金額等のみを
記載した合計表を１枚作成して、その合計表の
「調書の提出区分」欄に「２」（追加）と記載した
ものと、追加分の支払調書を税務署に提出しま
す。� ●▲

A

⁃表７　合計表の提出期限等

提出期限 令和６年１月31日

提出先 当該支払事務を取り扱う事務所、事業所
等の所在地を所轄する税務署
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■「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の記載例

甲 野 太 郎

東京都文京区本郷○丁目2-3

日 実 三 郎

日 実 四 郎

建 設

日実工業株式会社
ニチジツコウギョウ カブシキガイシャ

ニチ ジツ サブ ロウ

ニチ ジツ シ ロウ

03　3581  ××××

1
3 1,660,000

850,0001

1 2 1
14

4
7

3

400,000
4,500,000

4,456,000
300,000

96,500
26,437,800

0
1,373,500

10,000,000 100,000

40,840
459,450

169,077
30,630

1

1

15 1,660,000
850,000

9 6 5 6 0 0 0

2 5 7 0 0 0 0 0

2 5 3 6 9 4 8 0 0

0120123

1 0 1 19

05

5

1
3

1 2 6 1 7 5 0 0

10000001

03　3814　××××

1 5 0 0 0 0

6 9 9 9 9 7
9,606,000

1 300,000 30,630

694,892

456789

給与所得の源泉徴収票を税務署に提出する
か否かにかかわらず、すべての受給者につ
いて記入します
なお、年の中途で就職した者が就職前に他
の支払者から支払いを受けた給与等の金額
および徴収された源泉徴収税額は、含めな
いで記入します

給与所得の受給者の
実人員（通常の場合
は作成された源泉徴
収簿の枚数に符合し
ます。しかし、丙欄適
用の日雇労務者の人
員については、含まれ
ません）のことです

給与所得の源泉徴収
票の「源泉徴収税額」
欄の税額がゼロの者
の数を記入します

支店等が提出しなけ
ればならない法定調
書を本店がとりまと
めて提出する場合に
は、その旨とその支
店等の所在地、名称
等を記載します。ま
た、支店等は本店が
提出する旨と本店の
所在地を記入します
（他の5種類の合計
表も同様です）

すべての受給者につ
いて記入します

支払いを受ける者が
個人か、個人以外（法
人等）かにより区分し
て記入します

報酬・料金等を支払っ
た延べ人員で記載す
るのではなく、支払い
を受けた者の実人員
で記入します

支払いの確定した不
動産等の譲受けの対
価の総額を記入しま
す
なお、補償金がある
場合は総額に含め、
当該補償金を（摘要）
欄に記入します

事前に整理番号が印
刷されていない場合
は、整理番号を記入し
ます

給与所得の源泉徴収
票を税務署に提出す
るものについて、人
員、支払金額および
源泉徴収税額の合計
を記入します
なお、Ⓐの総額欄と
異なり、年の中途で
就職した者が就職前
に他の支払者から受
けた給与等の金額お
よび徴収された源泉
徴収税額について
も、含めた額で記入
します

支払調書を提出する
ものの合計を記入し
ます

内国法人に対して支
払った賞金の支払金
額の総額等を記入し
ます

支払いの確定した不
動産売買等のあっせ
ん手数料の総額を記
入します

支払いの確定した不
動産の使用料等の総
額を記入します

該当する区分ごとに
すべての報酬・料金
等をそれぞれ記入し
ます


